平成３０年度埼玉県相談支援従事者現任研修等実施要綱
１　研修の目的
　　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）第５条第１７項及び児童福祉法第６条の２第６項に規定する相談支援に従事する者の養成並びに資質の向上を図ることを目的とします。
２　実施主体
　　埼玉県
　　　ただし、有限会社プログレ総合研究所に委託して研修を実施します。

３　研修内容
（１）日程及び会場：平成３０年度は２回開催
　　共通講義（演習第1回及び第２回受講者は全員受講が必要です）

　　　１日目：平成３０年１２月１７日（月）　
　　　　　　　彩の国すこやかプラザ（さいたま市浦和区針ヶ谷４－２－６５）
　　演習第１回

　　　２日目：平成３１年１月７日（月）　
　　　　　　　与野本町コミュニティセンター（さいたま市中央区本町東３－５－４３）
　　　３日目：平成３１年２月５日（火）
　　　　　　　与野本町コミュニティセンター（さいたま市中央区本町東３－５－４３）
　　演習第２回

　　　２日目：平成３１年１月１５日（火）　

　　　　　　　与野本町コミュニティセンター（さいたま市中央区本町東３－５－４３）
　　　３日目：平成３１年２月１３日（水）

　　　　　　　与野本町コミュニティセンター（さいたま市中央区本町東３－５－４３）

　　　※　共通講義（１日目）のみの受講可。ただし、修了証書は交付しません。
（２）研修プログラム

　　　別紙１「平成３０年度埼玉県相談支援従事者現任研修プログラム」のとおり
４　受講対象者
（１）３日間全日程を受講する者
　　   次のア及びイの要件をすべて満たす者であって、演習の際に受講者本人が担当した事例を提出
     することが可能な者
　 ア　以下の①又は②のいずれかに該当しており、必要な実務経験を満たしていること

　　 ①　県内に所在する障害者総合支援法に規定する指定一般相談支援事業所、指定特定相談支援

　　　 事業所又は児童福祉法に規定する障害児相談支援事業所に従事している相談支援専門員
     ②  県内に所在する指定重度障害者等包括支援事業所におけるサービス提供責任者

   イ　障害者相談支援従事者初任者研修（又は追加研修Ⅰ、追加研修Ⅱのいずれか）を修了していること。（別紙２「相談支援専門員の要件」参照）

　　　　※受講希望者が定員を超過した場合は、主に以下の点を基準として受講者を決定する。

     　 １．初任者研修および現任研修の修了年度が平成１８年度から平成２５年度の者

　　　　２．平成２６年度以降初任者研修を受講していて、現任研修未受講の者
　　　　３．初任者研修の修了年度が早い者
（２）１日目（共通講義）のみを受講する者

　対象者は次のいずれかの者とする。なお、申請者は全員受講できる
　 ア　障害者の相談支援に携わる市町村職員又は保健所職員

　 イ　講義の聴講のみを希望する相談支援専門員

５　受講定員（予定）　　１６０名（別途１日目の講義のみの受講者枠として３０名）
６　応募方法
別に定める応募要領のとおり。
７　受講費用
６，０００円（資料代）＋振込手数料
　　※研修会場までの交通費、昼食代及び実習課題の作成・提出・配布等にかかる費用
（コピー代や郵送代等）は受講者の自己負担とします。
　　　※　１日目（共通講義）のみ受講する者は、２，０００円（資料代）＋振込手数料
８　修了証書の交付等（共通講義１日+演習２日＝３日間が全日程）
（１）３日間全日程の研修修了者については、埼玉県から修了証書を交付します。
（２）３日間全日程の研修修了者については、埼玉県が名簿を作成し、これを管理します。
　※修了証書は再発行しませんので、紛失しないよう保管してください。

９　事例提出
　　別紙研修プログラムのうち「演習」において、受講者本人がこれまでに関わった事例について資料を作成し提出することが必要です。（提出期日等の詳細については受講決定時に通知します。）
　　受講決定後、この資料の提出がない場合は、受講を認めないものとします。
１０　研修受講にあたって
　　　３０分以上の遅刻をした場合（公共交通機関の遅延で証明書がある場合を除く。）は、
　　受講を認めません。
　　　研修中に、進行の妨げになる発言・行動、又は研修に参加する意欲がないと認められた場合
　　（居眠り・携帯電話等の私的使用・演習中のグループ討議等における受講態度。終始無言等）は、
　　退場していただくことがあります。また、所属等を詐称した場合、研修の第１日目に欠席された場合など、その後の研修受講をお断りさせていただくことがあります。
　　　これらの場合、修了証書は発行いたしません。
　　　なお、当日の天候状況等により研修を延期させていただく場合があります。
　　　その際は、有限会社プログレ総合研究所のホームページに掲載しますのでご確認ください。
　　　■有限会社プログレ総合研究所のホームページURL

　　　 　http://www.omiya-fukushi.co.jp/h30saitamasyogaifukushi.html
　　

１１　その他

　　　相談支援専門員として従事するためには、初任者研修（又は追加研修Ⅰ、追加研修Ⅱのいずれか）を修了した日の属する年度の翌年度から起算して５年度ごとの年度末日までに現任研修を受講することが必要です。（別紙３「現任研修について」参照）
１２　申込先
有限会社プログレ総合研究所　埼玉県障害福祉従事者研修事業担当
　住所：さいたま市大宮区大門町３－８８逸見ビル１階
　電話：０４８－６４０－４４０１（FAX：０４８－６４０－４４０８）
　メールアドレス：pg@omiya-fukushi.co.jp
１３　問合せ先
　　　埼玉県福祉部障害者支援課　総務・市町村支援担当
　　　　住所：さいたま市浦和区高砂３－１５－１
　　　　電話：０４８－８３０－３３１９
附　則　この要綱は、平成３０年１０月１５日から適用する。

